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岐阜県木質バイオマス利用施設導入促進事業実施要領 

 

〔平成２４年３月２３日 県流第６６２号 林政部長通知〕 

〔一部改正 平成２５年５月３１日 県流第１４０号 林政部長通知〕 

〔一部改正 平成２６年３月１９日 県流第６９９号 林政部長通知〕 

〔一部改正 平成２７年３月１９日 県流第６８５号 林政部長通知〕 

〔一部改正 平成２８年３月２３日 県流第９１５号 林政部長通知〕 

〔一部改正 平成２９年３月３０日 県流第７９２号 林政部長通知〕 

〔一部改正 平成３０年５月２３日 県流第１５８号 林政部長通知〕 

〔一部改正 平成３１年３月１８日 県流第７７４号 林政部長通知〕 

〔一部改正 令和３年３月２４日 県流第８２８号 林政部長通知〕 

〔一部改正 令和４年４月１４日 県流第 ３６号 林政部長通知〕 

〔一部改正 令和５年５月２４日 県流第 ４８号 林政部長通知〕 

〔一部改正 令和６年３月２８日 県流第７２４号 林政部長通知〕 

〔一部改正 令和６年６月６日 森経第２８６号 林政部長通知〕 

〔一部改正 令和７年４月１日 森経第３００号 林政部長通知〕 

 

第１ 趣旨 

間伐材等林地残材を木質バイオマス資源として利用促進を図り、木質バイオマスエネルギーによる

環境にやさしい低炭素社会の構築を目指すため、公共施設等への木質バイオマスを使用したエネルギ

ー利用の導入を促進する。 

事業の実施にあたっては、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」と

いう。）及び清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金交付要綱（平成２４年３月２３日付け環政第７３

１号環境生活部長、林第７５６号林政部長通知。以下「要綱」という。）によるほか、この要領の定め

るところによる。 

 

第２ 補助事業者 

本事業の補助事業者は、要綱別表第１に定める者とする。 

なお、補助事業者のうち民間事業者の場合は、次の要件をすべて満たす者とする。 

１ 本事業により導入する木質資源利用ボイラー・ストーブ等（以下「施設」という。）の年間稼働予

定日数 

（１） 通年稼働する場合は２００日以上とする。 

（２） 冬期等時期を限定して稼働する場合は１００日以上とする。 

２ 年間来訪・利用（以下「来訪等」という。）者数 

延べ３，０００人以上とする。 

 

第３ 補助対象経費 

本事業の補助対象経費は、要綱別表第１に定める経費とする。 
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なお、本事業により導入する施設は、県内で製造された製品の導入に努めるものとし、また、県内の

森林から生産された木材を原料として加工・製造された木質燃料を使用するものとする。 

木質資源利用ストーブの導入については、施設の設置場所を不特定多数の県民が出入りできる共有

空間に限る。 

 

第４ 事業評価 

本事業で１０，０００千円以上の施設を導入する場合は、予め県が指示する期日までに林政部の事業

評価委員会に諮問するものとする。 

 

第５ 事業計画書の提出 

１ 補助事業者は、施設整備等に係る木質バイオマス利用施設導入促進事業計画書（以下「事業計画」

という。）（別記第１号様式の別紙１）を所管する農林事務所長（以下「所長」という。）に提出（別

記第１号様式）する。 

２ 事業計画の提出は、様式に定める書類を添付すること。 

３ 所長は、補助事業者から事業計画の提出を受けた場合は、チェックリスト（別記第１号様式の別紙

２）にて事業計画の内容を審査し、適正と認めた場合は、補助事業者に事業計画の承認（別記第２号

様式）を通知する。 

なお、承認にあたり、所長はあらかじめ森林経営課長（以下「課長」という。）と協議を行う。 

４ 所長は、３の承認を行った場合は、その旨を課長に報告する。 

 

第６ 補助金の内示 

１ 課長は、前項に基づく報告があった場合は、予算の範囲内で補助予定額を決定し、これを所長に通

知する。 

２ 所長は、補助事業者に補助予定額を通知する。 

 

第７ 補助金の交付申請 

補助事業者は、補助金の内示を受けたときには、規則第４条及び要綱第４条に基づき補助金交付申請

書（要綱第１号様式）を作成し、次の書類を添えて所長に提出する。 

・木質バイオマス利用施設導入促進事業計画書（別記第１号様式） 

・収支予算書（要綱第２号様式） 

 

第８ 補助金の交付決定 

所長は、第７に基づき補助金交付申請書の提出を受けたときは、補助金交付申請書の内容を確認し、

補助金の交付決定（別記第３号様式）を通知する。 

 

第９ 事業計画の変更 

１ 重要変更 

（１）補助事業者は、事情の変化等により事業計画の重要な変更（要綱別表第２に定める。）の必要が
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生じた場合には、事前に所長に協議する。また、所長は協議を受けた場合は、その旨を課長に報告

する。 

（２）（１）の協議が整ったときは、事業計画変更承認申請書（要綱第３号様式）を作成し、変更計画

書（別記第１号様式）に説明資料を添えて所長に提出する。変更後の事業は原則として承認を受け

た後着手する。 

（３）所長は、補助事業者から事業計画変更承認申請書の提出を受けたときは、事業計画変更承認申請

書の内容を審査し、他の事業及び関係機関と十分な調整を図ったうえで適正と認められる場合は、

補助事業者に事業計画変更の承認（別記第２号様式）を通知する。 

（４）所長は、前項の承認を行った場合は、その旨を課長に報告する。 

２ 軽微変更 

補助事業者は、軽微な変更（要綱第５条第２項）が生じた場合には、所長に軽微変更届（別記第４

号様式）を提出する。 

３ 災害等による変更 

補助事業者は、事業の実施中において天災その他の災害を受けた場合は、災害報告書（別記第５号

様式）を所長に提出する。 

所長は、当該報告に基づき調査確認を行ったうえで、事業計画の変更の要否について補助事業者と

協議するものとし、協議が整い上記の１又は２に該当する場合は、同様の手続きを行う。なお、所長

は、その旨を課長に報告する。 

４ 遂行が困難となった場合等の報告及び指示 

補助事業者は、諸般の理由により事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難と

なった場合は、速やかにその旨を所長に報告する。 

所長は、必要な手続きを指示し、必要に応じて課長にこれを報告する。 

 

第１０ 補助金の変更交付申請 

補助事業者は、補助金の交付決定の通知を受けた後に、計画変更等により当該補助金の額に変更が生

じたときは、第９の１の（３）の変更承認を受けたのち、補助金変更交付申請書（別記第６号様式）に

必要な書類を添えて所長に提出する。 

 

第１１ 補助金の交付決定の変更 

所長は、補助事業者から補助金変更交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、これを適

当と認めたときは、補助金交付決定の変更（別記第７号様式）を補助事業者に通知する。 

 

第１２ 事業の着手 

１ 着手の制限 

事業の着手は、原則として交付決定に基づき行う。ただし、当該年度内において止むを得ない事情

により交付決定前に着手する必要がある場合には、補助事業者は、あらかじめその旨を具体的に明記

した交付決定前着手届（別記第８号様式）を所長に提出する。 

２ 事業着手届 
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補助事業者は、事業に着手したときは、事業着手届（要綱第４号様式）を所長に提出する。 

 

第１３ 事業の完了 

事業完了に伴う手続きは以下のとおりとする。 

１ 事業完了届 

補助事業者は、事業が完了したときは速やかに、竣工検査等を実施する。 

また、検査の結果、適正と認めた場合は、事業完了届（要綱第４号様式）を所長へ提出する。 

２ 事業完了届の提出を受けた所長は、岐阜県林政部所管補助金等確認要領（平成１８年４月１日付 

け林第６５号。）に基づき当該事業の確認を行う。 

 

第１４ 実績報告 

１ 補助事業者は、事業が完了したときは、要綱第８条に基づき実績報告書（要綱第６号様式）に次に

掲げる書類を添えて所長に提出する。 

・事業実績書（別記第９号様式） 

・補助金精算書（要綱第７号様式） 

・収支決算書（要綱第８号様式） 

２ 実績報告書の提出を受けた所長は、確認要領に基づき補助金の執行状況の確認を行う。 

 

第１５ 補助金額の確定 

所長は、要領第１４の２の確認の結果、事業内容が適正であると認めたときは、規則第１４条に基づ

き額の確定（別記第１０号様式）を行う。 

 

第１６ 報告等 

１ 所長は、確認結果等に基づき、翌年度の４月３０日までに事業実績総括表（別記第１１号様式）に

実績報告書の写し及び完成写真を添えて課長に提出する。 

２ 補助事業者は、事業計画に定めた木質燃料利用量の計画数量に対する実績について、導入の３年後

まで毎年、所長が定める期日までに実績状況報告（別記第１２号様式）を所長に提出し、所長は内容

を確認し、報告対象の翌年度の４月３０日までに実績状況報告の写しを課長に提出する。 

 

第１７ 施設の維持管理 

施設は、常に良好な状態で管理するとともに、その設置目的に即し最も効率的かつ安全確保に配慮し

た運用に努める。 

１ 管理主体 

施設の維持管理は、原則として補助事業者がこれを行うものとする。ただし、当該施設に係る同一

地域内の団体であって適当と認められる者に管理させることができる。 

２ 管理方法 

（１）管理主体は、施設の維持管理の現状を明確にするため、施設財産の種類、所在、構造、規模、価

格、取得（更新等を含む。）年月日等を記載した財産管理台帳を備えておくものとする。なお、財
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産管理台帳の取り扱いは、林業構造改善事業等の補助事業で導入した施設の財産管理台帳の事務

処理の運用について（令和４年３月１８日付け県流第６３０号県産材流通課長通知）により、適正

に管理するとともに、常に良好な状態で維持することに努める。 

（２）補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該補助事業が県の補助により実施した旨の表示を

行うものとする。表示の方法及び文言その他必要な事項については、清流の国ぎふ森林・環境基金

事業の周知に関する取扱要領（平成２４年５月３１日付け林第１５０号林政部長通知）による。 

（３）補助事業者は、次に掲げる事項について施設の管理運営規程を定めるなど適正な運営管理に努め

る。 

ア 目的 

イ 施設の種類、構造、規模、形式、数量 

ウ 施設の所在 

工 管理責任者 

オ 利用又は使用者の範囲 

力 利用又は使用方法に関する事項 

キ 利用又は使用料に関する事項 

ク 施設の保全に関する事項 

ケ 施設の償却に関する事項 

３ 利用計画等 

（１）補助事業者は、事業計画で定めた利用計画等を基に、毎年度利用計画を策定するなどの方法によ

り、常に施設の効率的な活用に努める。 

（２）補助事業者は、施設の利用状況を常に明らかにするため、作業（運行）日誌、施設使用簿、生産

（利用）実績簿等を備える。 

４ 施設の災害報告 

補助事業者は、施設が天災その他の災害により被害が生じた場合は、速やかに災害報告書（別記第

５号様式）を所長に提出する。 

提出を受けた所長は、当該報告に基づき調査、確認を行い、意見を付して課長に報告する。 

 

第１８ 財産の処分の制限 

１ 移転等に伴う手続き 

補助事業者は、施設の移転又は主要機能の変更を伴う増築、改築、模様替え等（以下「移転等」と

いう。）をしようとするときは、あらかじめ、所長と協議（別記第１３号様式）し、指示を受けてか

ら実施する。 

補助事業者は、移転等を完了したときには所長に報告（別記第１３号様式）すること。 

２ 譲渡等に伴う手続き 

補助事業者は、施設を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供

し又は取壊しをしようとするときは、あらかじめ所長に協議した後、財産処分申請書（別記第１４号

様式）を所長に提出し、その承認を受けなければならない。この場合において、承認基準は、「補助

事業により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について」（平成 20年 5月 23日 20
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経第 385号農林水産省大臣官房経理課長通知）を準用するものとし、前記基準中の「農林水産大臣」

を「所長」、「国庫」を「県」と読み替える。ただし、「減価償却資産の耐用年数などに関する省令」

（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定められている耐用年数に相当する期間又は農林水産大臣が定

める期間を経過するものについては、処分をしようとする日の 7日前までに、財産処分報告書（別記

第１５号様式）を所長に提出すること。 

 

第１９ 書類、帳簿等の整備及び保存 

補助事業者は、補助事業に係る経理及び処理経過が明確にするため、関係書類（予算、工事等施工、

経理、施設管理等）を整備し、補助事業完了後５年間保存する。 

ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、処分制限期間内は当該補助事

業の経理に係る書類を保存しておく。 

 

第２０ 効果検証 

補助事業者は、要綱第１０条に基づき、事業完了後、県が実施する当該事業に関するアンケート調査

に協力し、その結果を課長に報告する。 

 

第２１ その他留意事項 

補助事業者は、事業計画を提出するまでに次の事項を確認する。 

・予算の計上 

事業計画の実施にあたっては、あらかじめ市町村議会又は総会等の議決を得るものとする。 

・関係法規に基づく許可等 

事業の実施にあたり、建築基準法、消防法、大気汚染防止法等関係法令に基づく許可等を必要とす

るときは、補助事業者は関係法規の定めるところにより、当該許可等を得るものとする。 

 

附 則 

この要領は、平成２４年度予算に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、平成２５年度予算に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、平成２６年度予算に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、平成２７年度予算に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、平成２８年度予算に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、平成２９年度予算に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、平成３０年度予算に係るものから適用する。 
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附 則 

この要領は、平成３１年度予算に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、令和３年度予算に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、令和４年４月１４日から施行し、令和４年度事業に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、令和５年５月２４日から施行し、令和５年度事業に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、令和６年３月２８日から施行し、令和６年度事業に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、令和６年６月６日から施行し、令和６年度事業に係るものから適用する。 

附 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行し、令和７年度事業に係るものから適用する。 

 


